大阪市における職員に対する「アンケート調査」について
1.　大阪市は、2012年2月9日、「労使関係における職員アンケート調査」を実施した。全職員に対して、2月16日までに、このアンケートへの回答するよう強制し、従わない場合は処分の対象にするという「業務命令」を併せて行っている。
2.　橋下市長は、その指示において、調査の目的を「職員による違法ないし、不適切と思われる政治活動、組合活動が次々と露呈している」、「徹底した調査・実態解明を行っていただき、膿を出し切りたい」としているが、調査に名を借りた、組合活動、政治活動への当局による支配・介入をめざすものである。
　
3.　調査では、氏名・所属・役職など個人の特定情報を記載させた上で、組合への加入、活動への参加、過去2年間における政治家を応援する活動への参加や投票要請を受けたことなどの有無等を、「自分の意思で参加した」「参加を誘われたので参加した」などの選択肢を設け、すべての質問に回答することを命じている。
　　橋下市長の指示は、「正確な回答がなされない場合には処分の対象となりえます」とする一方、「このアンケートへの回答で、自らの違法行為について、真実を報告した場合、懲戒処分の標準的な量定を軽減し、特に悪質な場合を除いて免職とすることはありません」ともしており、組合員の労働組合活動への参加そのものを、アメとムチによって、委縮させることを狙ったものにほかならない。
したがって、本調査は、一般の国民と同様に、公務員に対しても、憲法が保障する、結社の自由や思想信条の自由、政治活動の自由及び、プライバシーの権利を侵害するとともに、労働組合活動の弾圧を企図した行為であることは明白である。
4.　大阪市労働組合連合会と加盟する単組は、2月13日に本調査の即時中止と、すでに回収されたアンケートについてはただちに破棄することを求めて、大阪府労働委員会に対し、不当労働行為の救済および実効確保の措置申立てを行った。
自治労は、関係産別および弁護団とともに、これらの取り組みを全力で支援していくとともに、撤回まで、当該単組、当該府本部と連携し全力で取り組みを進める。
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